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１   編 成 方 針 
 
 令和８年度当初予算は、以下の方針のもと、編成しました。 

「豊島区基本構想・基本計画」を実現し、区民が「住み続けたい」と思い、区外の方が「住みたい、訪

れたい」と感じる「憧れのまち」を築き上げていくことが、我々の果たすべき役割であり、使命である。 

令和６年度の歳入額は、前年度に比べ 72 億円増となっているものの、ふるさと納税などの不合理な

税制改正による財源流出が 98 億円と、看過できない規模に達しており、令和７年度の流出額に限っ

ては 100 億円を超えることが見込まれる。歳出では、育児休業を取得する職員の代替や児童相談所

設置に伴う行政需要の増加に対応するための職員数の増、会計年度任用職員への勤勉手当支給開

始などにより、人件費が上昇している。さらに物価高騰の長期化により、経常的な行政運営経費の増

加が顕著となっており、今後の財政運営に大きな影響を及ぼすことが危惧される。 

本年３月に策定した「豊島区公共施設更新計画」では、学校改築は 20 年間、学校を除いた区施設

は 10 年間の更新計画を経費の見通しと併せて示している。学校を始めとした巨額の投資を必要とす

る改築や、未改築校を対象とした「学校環境整備計画」に加え、新たな「基本構想・基本計画」の実現

に向けて、市街地再開発事業や、道路・橋りょう、区営住宅、公園、駐輪場の更新など、今後の財政運

営を大きく左右する事業が目白押しとなっており、将来的に投資的経費の増大が見込まれる。 

工事費や物価の高騰、人件費や金利の上昇など、区財政を取り巻く環境の不確実性が高まる状況

にあっても、老朽化した公共施設の更新や多様化・複雑化する区民ニーズに的確に応え続けることが

求められている。 

このため本区では、昨年度より各部局長の権限と責任で予算を編成する「枠配分方式」から、すべ

ての事業を集中的に見直す「全件査定方式」に移行した。「全件査定方式」を通じ、既存事業につい

て、必要性・有効性・効率性の観点から見直し、積極的に改善を進めるとともに、区民目線でより効果

の高い事業へ再構築する取組みを全庁挙げて推進していくことが必要である。こうした取組みなくし

て、変化の激しい社会経済状況の下において、区民サービスの向上と持続可能な行財政運営を両立

させていくことは困難である。 

令和８年度予算は、区民と共に考え、つくり上げた「基本構想・基本計画」策定後、初となる予算編

成である。職員一人ひとりが「基本構想・基本計画」に掲げる理念を常に意識し、都度振り返りながら、

区民視点で、区民と共に「憧れのまち」の実現に向けた第一歩を歩み出さなければならない。 

 
○ 予算編成過程について、透明性を高めるため、令和７年９月５日に発した「令和８年度予算編成方針（依

命通達）」を既にホームページに掲載しています。 
○ 令和７年度予算より、区の各事業を区民目線でより効果の高い事業へ再構築することを目的として、全

庁を挙げた「事業見直し」を実施しています。（詳細は「（別紙）令和８年度 事業見直し」参照） 
また、各部局長の権限と責任で各部予算を編成する「枠配分方式」を休止し、すべての事業を見直す政

策経営部による「全件査定方式」を採用することで、客観的な視点による各部予算の適正化や、部局を超

えた事業集約を図っています。 

-1-



２   財 政 規 模 

８年度の一般会計当初予算規模は、１，６８９億８６百万円、前年度比０．９％（１６億 

７百万円）の減となり、７年度に次いで過去２番目の予算規模となりました。 

特別会計を含めた総予算規模は２，３００億１２百万円、前年度比０．４％（９億 

２７百万円）の減となり、一般会計と同様に、過去２番目の予算規模となりました。 

当初予算規模の推移（平成 25年度～）

 

３特別会計の合計は、６１０億２５百万円で、前年度比１．１％（６億８０百万円）の増と 

なりました。会計別にみると、国民健康保険事業会計は減少、後期高齢者医療事業会

計及び介護保険事業会計は増加しました。 

特別会計当初予算の推移（平成 25年度～）
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３   ８年度予算案の特徴 
１．歳出の特徴 

令和８年度一般会計予算は、前年度当初予算比で16億円の減、1,690億円と過去２番目の予算規模と

なった。 

人件費は20億円増の300億円、扶助費は15億円増の469億円と義務的経費が年々増加する一方、投

資的経費は、「新保健所の保留床購入経費」や「南池袋二丁目C地区市街地再開発事業経費」が大幅に減

少したことから、121億円減の254億円となった。 

８年度予算は、策定から２年目を迎える「基本構想・基本計画」の実現に向け、歩みを加速させるべ

く編成した。７年度予算の重点テーマである「安全・安心」、「子ども・子育て支援」、「教育」の重点化

を継続するとともに、高齢者・障害者がいきいきと暮らし続けられる施策の充実に加え、生活の基盤で

ある住まいへの支援を強化する「福祉」、新保健所の整備を契機として、区民一人ひとりが健康を意識す

る取組に一層力を入れていく「健康」、地域の活気とにぎわいを創出し、地域経済の持続的な発展を促進

する「産業振興」の３つを新たな重点テーマとして位置づけた。 

新規・拡充事業（投資的経費を除く）全体では、267事業、60億円を計上している。 

【主な新規・拡充事業】 

（継続する重点テーマ） 

◇安 全 ・ 安 心：備蓄物資の拡充（簡易トイレなど）、防犯カメラ設置の助成、災害時要援護者耐

震化の助成、災害時医療体制の強化、公衆喫煙所の整備 

◇子ども・子育て支援：産後ケア事業の拡充、５歳児健診のモデル実施、仮保健所跡地の活用（アーバ

ンスポーツなど）、子どもの体験格差の是正、児童養護施設の誘致、多文化キッ

ズサロンの開設 

◇教 育：就学援助の拡充、不登校対策の強化、学習情報センターの整備、コミュニティ・

スクールの全校化 

（新たな重点テーマ） 

◇福 祉：移動支援事業の拡充、入浴デイサービスの拡充、在宅レスパイト等支援の拡充、

医療的ケア児等の支援、くらし・しごと相談支援センターの拡充、居住サポー

ト住宅の供給促進、重度障害者グループホーム等複合施設の整備 

◇健 康：わたしメンテラボの運営、各種ワクチン接種の助成、特定健診未受診者の対策、

若年がん患者在宅療養の支援 

◇産 業 振 興：ビジネスサポートセンターの強化、起業支援の強化、中小企業支援補助金の拡

充 

 

２．歳入の特徴 

「特別区民税」は、納税義務者数や賃金上昇等に伴う一人あたり課税額の増により、32億円増の385

億円、「特別区財政調整交付金」は、市町村民税法人分などの調整税の増加を見込み、39億円増の404億

円を計上した。また、国内消費が堅調に推移していることから、「地方消費税交付金」は17億円の増、

収益の分配や株価の上昇などにより、「配当割交付金」は５億円の増、「株式等譲渡所得割交付金」は17

億円の増を見込んでいる。 

歳入額が増加する一方、歳出面でも委託料や工事費等が高騰する傾向は、今後も継続するものと見込

まれ、歳出への物価高騰の影響を踏まえ、実質的な歳入額を捉えることが重要となっている。 

また、既存のふるさと納税などの不合理な税制改正に加えて、「令和８年度税制改正大綱」には、「道

府県民税利子割に係る清算制度の導入」や「都市・地方の持続可能な発展のための地方税体系の構築」

と題して、「利子割交付金」や「地方法人課税」に対する措置のほか、「固定資産税」について、著しく

税収が偏在している状況を鑑み、必要な措置を検討する旨が記された。 

円安などによるインフレや不合理な税制改正の拡大が懸念されるなど、区を取り巻く社会経済状況は

不透明感を増しており、これまで以上に将来への備えが必要になっている。 
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３．強固な財政基盤の構築に向けて  

 人件費や扶助費などの義務的経費の増加が続く中、本区は「豊島区公共施設更新計画」により７年度

を始期とする老朽化施設（学校改築を含む）の計画的な改築を目指すとともに、今年度中には「豊島区

公園等再構築プラン」を策定するなど、将来の公共施設の更新にかかる方針の整備を進めている。 

 材料費や人手不足などを要因として、建設費や人件費等が大幅に増加する中、更新計画を着実に実現

するとともに、直面する行政課題や区民ニーズの変化にも柔軟に対応するため、「義務教育施設整備基金

積立金」に 26 億円増となる 50 億円、「公共施設再構築基金積立金」に 24億円増となる 40 億円を計上

した。 

 特別区債は、社会経済状況や基金の積立状況などを踏まえたうえで、利率などが有利な条件で借り入

れることができる事業で活用することとし、市街地再開発事業や千川中学校改築事業の財源として、50

億円の減となる37億円を計上した。 

 令和８年度予算は、義務的経費の増加や不合理な税制改正の拡大などが懸念されるものの、財政調整

基金を取り崩さない予算が２年連続で編成できたことに加え、中長期的視点に立った基金の積立て、計

画的な特別区債の活用が図られるなど、持続可能な区政運営を実現するための礎となる予算となった。 
 
 
 

財政規模の対前年度比較                                            （単位：百万円） 

区  分 ８年度 ７年度 増減額 増減率（％） 

一 般 会 計 １６８，９８６ １７０，５９３ △１，６０７ △０．９ 

 人 件 費 ２９，９９０ ２７，９７０ ２，０２０ ７．２ 

事 業 費 １１３，５６２ １０５，０８８ ８，４７４ ８．１ 

投 資 的 経 費 ２５，４３４ ３７，５３６ △１２，１０１ △３２．２ 

特 別 会 計 （ ３ 会 計 ） ６１，０２５ ６０，３４６ ６８０ １．１ 

合 計 （ ４ 会 計 ） ２３０，０１２ ２３０，９３９ △９２７ △０．４ 
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４   歳 入 の 概 要 

特別区税は、前年度比８．１％（３１億５８百万円）の増となる４１９億４２百万円となりまし

た。 

 このうち特別区民税は、納税義務者数や賃金の上昇等が続くと見込み、前年度比 

８．９％（３１億５８百万円）の増となる３８４億６５百万円を計上しました。 

 なお、８年度のふるさと納税による課税額の減少は、約３３億円の見込みです。 

 

特別区税の推移（平成 25年度～） 

 

特別区交付金（特別区財政調整交付金）は、前年度比１０．７％（３９億円）の増となる 

４０４億円となりました。 

  このうち普通交付金は、市町村民税法人分などの調整税の増加を見込み、前年度比

１０．５％（３７億円）の増となる３８８億円を計上しました。 
 

特別区交付金の推移（平成 25年度～）
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国庫支出金・都支出金は、池袋駅周辺の市街地再開発事業経費や地方公共団体情報シ

ステム標準化に係る国庫補助金の減などにより、国庫支出金は３９億４９百万円の減、都支出

金は５億４６百万円の減となっています。 

特別区債は、社会経済状況や基金の積立状況などを踏まえたうえで、利率などが有利な

条件で借り入れることができる事業で活用することとし、池袋駅周辺の市街地再開発事業や

千川中学校複合施設整備事業に要する経費の後年度負担を平準化するため、前年度比４９

億８０百万円の減となる３７億３５百万円を計上しました。 

その他の基金繰入金では、満期一括償還債の償還のため減債基金繰入金が１１億８６百

万円の増となったものの、公共施設再構築基金繰入金が前年度比４８億５５百万円の減とな

ったことなどから、前年度比３３億１０百万円の減となる９８億４０百万円となりました。 
 一般財源歳入のうち、本区の基幹歳入である特別区税は３１億５８百万円の増、地方消費

税交付金は１６億９０百万円の増、特別区交付金は３９億円の増となりました。その他、配当割

交付金が４億７０百万円の増、株式等譲渡所得割交付金が１６億７１百万円の増となったこと

などから、一般財源歳入全体は１２．９％（１１２億５１百万円）の増となる９８５億２百万円となり

ました。 

 

一般会計歳入の対前年度比較 
 （単位：百万円） 

区  分 ８年度 ７年度 増減額 増減率（％） 

特別区税 ４１，９４２ ３８，７８４ ３，１５８ ８．１ 

地方消費税交付金 １０，３６０ ８，６７０ １，６９０ １９．５ 

特別区交付金 ４０，４００ ３６，５００ ３，９００ １０．７ 

国庫支出金 ３２，１７７ ３６，１２６ △３，９４９ △１０．９ 

都支出金 １５，５８２ １６，１２８ △５４６ △３．４ 

特別区債 ３，７３５ ８，７１５ △４，９８０ △５７．１ 

財政調整基金繰入金 ０ ０ ０ － 

その他の基金繰入金 ９，８４０ １３，１５０ △３，３１０ △２５．２ 

その他の歳入 １４，９５０ １２，５２０ ２，４２９ １９．４ 

合  計 １６８，９８６ １７０，５９３ △１，６０７ △０．９ 

うち 一般財源歳入 ９８，５０２ ８７，２５０ １１，２５１ １２．９ 
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５   歳 出 の 概 要 

一般会計の歳出総額は、前年度より０．９％（１６億７百万円）の減となっています。 

経費別で見ると、人件費は２０億２０百万円の増、事業費は８４億７４百万円の増、投資的

経費は１２１億１百万円の減となっています。 

 
一般会計歳出の対前年度比較 

（単位：百万円、構成比％） 

区  分 
８年度 ７年度 増  減 

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率（％） 

人 件 費 ２９，９９０ １７．７ ２７，９７０ １６．４ ２，０２０ ７．２ 

事 業 費 １１３，５６２ ６７．２ １０５，０８８ ６１．６ ８，４７４ ８．１ 

投資的経費 ２５，４３４ １５．１ ３７，５３６ ２２．０ △１２，１０１ △３２．２ 

合 計 １６８，９８６ １００.０ １７０，５９３ １００.０ △１，６０７ △０．９ 

 

経費別歳出額の推移（平成 25年度～） 
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本区では、予算科目の「款」を組織の「部」と、予算科目の「目」を組織の「課」と同一の

単位で編成し、目的別歳出の分析を行っています。 

 構成比は、子ども家庭費が最大の２１．３％、次いで福祉費が２０．３％となっています。 

 前年度からの増加率が大きい款としては、政策経営費が義務教育施設整備基金積立

金や公共施設再構築基金積立金の増などにより６４．７％の増、文化スポーツ費が池袋ス

ポーツセンターの改修経費の増などにより１９．３％の増、公債費が満期一括償還債の償

還により７１．２％の増となっています。 

 一方、減少率が大きい款は、区民費が定額減税調整給付の不足額給付事業の終了な

どにより１２．０％の減、衛生費が池袋保健所移転関係経費の減などにより４７．２％の減、

都市整備費が南池袋二丁目Ｃ地区市街地再開発事業経費の減などにより２５．１％の減

となっています。 

目的別経費の対前年度比較 
   （単位：百万円、構成比％） 

区  分 
８年度 ７年度 増  減 

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 
増減率

（％） 
議 会 費 ６７３ ０．４ ６７１ ０．４ １ ０．２ 

政 策 経 営 費 １４，６２９ ８．７ ８，８８４ ５．２ ５，７４５ ６４．７ 

総 務 費 ８，９５４ ５．３ ８，０２９ ４．７ ９２５ １１．５ 

区 民 費 １４，１００ ８．３ １６，０２０ ９．４ △１，９２０ △１２．０ 

文 化 ス ポ ー ツ 費 ５，９０５ ３．５ ４，９４９ ２．９ ９５７ １９．３ 

産 業 観 光 費 １，８８９ １．１ １，７０１ １．０ １８８ １１．０ 

環 境 清 掃 費 ５，９７０ ３．５ ５，７８２ ３．４ １８８ ３．２ 

福 祉 費 ３４，３３８ ２０．３ ３２，６３８ １９．１ １，７００ ５．２ 

衛 生 費 ６，３９４ ３．８ １２，１０２ ７．１ △５，７０８ △４７．２ 

子 ど も 家 庭 費 ３６，０３２ ２１．３ ３４，９１６ ２０．５ １，１１６ ３．２ 

都 市 整 備 費 ２０，９３５ １２．４ ２７，９３９ １６．４ △７，００４ △２５．１ 

教 育 費 １６，３１６ ９．７ １５，２３４ ８．９ １，０８３ ７．１ 

公 債 費 ２，７０１ １．６ １，５７８ ０．９ １，１２３ ７１．２ 

予 備 費 １５０ ０．１ １５０ ０．１ ０ － 

合  計 １６８，９８６ １００．０ １７０，５９３ １００．０ △１，６０７ △０．９ 
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人件費は、前年度比７．２％（２０億２０百万円）の増となる２９９億９０百万円となりました。 

主な増要因は、特別区人事委員会勧告に基づく一般職員の給与改定や予算人員の増で

す。また、定年年齢の段階的な引き上げにより、退職手当が隔年ごとに増減することとなっ

たため、８年度の退職手当は増となりました。 

一方、会計年度任用職員に係る経費は、前年度比４．３％（３億１百万円）の増となる 

７２億６５百万円となりました。主な増要因は、一般職員の給与改定にあわせて会計年度任

用職員の報酬額を引き上げたことです。 

 
会計別予算人員（一般職）の対前年度比較   ※予算人員と職員数は異なります。 （単位：人） 

 
 

一般会計人件費の対前年度比較 

 
 
 
 

常勤職員 2,043 49 19 66 2,177

再任用短時間勤務職員 35 0 0 1 36

会計年度任用職員 1,917 10 4 27 1,958

常勤職員 1,978 48 17 67 2,110

再任用短時間勤務職員 61 0 0 1 62

会計年度任用職員 1,989 10 4 27 2,030

常勤職員 65 1 2 △ 1 67

再任用短時間勤務職員 △ 26 0 0 0 △ 26

会計年度任用職員 △ 72 0 0 0 △ 72

８年度

７年度

増減

年度 一 般 会 計
国民 健康 保険
事 業 会 計

区　分
後 期 高 齢 者
医療 事業 会計

介 護 保 険
事 業 会 計

合　計

（単位：百万円）

8年度 7年度 増減額 増減率（％）

29,990 27,970 2,020 7.2%

601 770 △ 169 △22.0%

給 与 ・ 共 済 費 19,825 18,836 989 5.2%

退 職 手 当 2,130 1,237 893 72.2%

会計年度任用職員 7,265 6,964 301 4.3%

小　　　　計 29,220 27,037 2,183 8.1%

169 162 7 4.0%

職
員
人
件
費

報　　　　　　　酬

共 済 組 合 負 担 金 等

人　　　　　　件　　　　　　費

区　　　　　　分
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一般会計人件費の増減内訳     ※増減額は７年度当初予算との比較 

 
 

人件費（退職手当を除く）と予算人員の推移（平成 25 年度～）  

  
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

退職手当の推移（平成 25年度～）

 

（単位：百万円）

区分

・昇給及び人員増 488 ・国勢調査員報酬 △ 183

・給与改定 338

・共済費等 156

・退職手当 893

・会計年度任用職員 301

・その他（議員・特別職報酬改定等） 27

合計 2,203 △ 183 2,020

増加 減少

増減
内容

※主な制度改正等

・H27年度（職員共済費の制度改正）　・R2年度（会計年度任用職員制度導入）

・R5年度（定年年齢の段階的引き上げ開始） ・R6年度(会計年度任用職員への勤勉手当の支給)
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事業費は、前年度比８．１％（８４億７４百万円）増の１，１３５億６２百万円となりました。 

うち扶助費は、過去最大規模だった７年度を１５億２９百万円上回る４６９億３１百万円と

なりました。これは、公定価格の改定などにより、私立保育所運営経費が６億９７百万円、

児童福祉施設措置費等支弁経費が４億１４百万円の増となったことなどによります。 

 公債費は、平成２７年度に借り入れた満期一括償還債の償還のため、前年度比１１億 

２３百万円増の２７億１百万円となりました。 

一般行政経費は、前年度比５８億２２百万円の増となる６３９億２９百万円となりました。

これは、先の見通せない工事費・人件費高騰の中でも公共施設の更新を着実に実施す

るため、義務教育施設整備基金積立金を２６億３８百万円の増、公共施設再構築基金積

立金を２４億２３百万円の増としたことが主な要因です。 

 
事業費の対前年度比較 

（単位：百万円） 

区  分 ８年度 ７年度 増減額 

事  業  費 １１３，５６２ １０５，０８８ ８，４７４ 

 
 
 

扶 助 費 ４６，９３１ ４５，４０２ １，５２９ 

公 債 費 ２，７０１ １，５７８ １，１２３ 

一般行政経費 ６３，９２９ ５８，１０７ ５，８２２ 

 
うち 基金積立金 １１，４５７ ５，７７０ ５，６８７ 

うち 特別会計繰出金 １１，０４８ １０，９８１ ６７ 
 

事業費の推移（平成 25年度～） 
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投資的経費は、前年度比３２．２％（１２１億１百万円）の減となる２５４億３４百万円となり

ました。 

内訳を見ると、学校施設が千川中学校改築事業経費の増などにより前年度比１３億３０

百万円の増、区施設については、池袋保健所移転関係経費の減などにより、前年度比 

７４億９８百万円の減となりました。 

 老朽化等に対応するために部分的な改修を行う施設改修事業は、池袋スポーツセンタ

ー改修経費の増などにより、前年度比１１億５３百万円の増となりました。 

 道路・橋梁・その他まちづくりは、西巣鴨橋整備事業経費の減などにより前年度比９億 

２４百万円の減となりました。 

再開発・防災街区整備・その他民間施設補助等は、南池袋二丁目Ｃ地区市街地再開

発事業経費の減などにより、前年度比６１億６２百万円の減となりました。 
 
投資的経費の対前年度比較                                （単位：百万円） 

区    分 ８年度 ７年度 増減額 
投資的経費 ２５，４３４ ３７，５３６ △１２，１０１ 
 新設・改築・長寿命化改修等事業 ７，０６２ １３，２３０ △６，１６９ 

 学校施設 ２，３３５ １，００６ １，３３０ 
 区施設（学校施設除く） ４，７２７ １２，２２５ △７，４９８ 
施設改修事業 ４，５１６ ３，３６３ １，１５３ 
道路・橋梁・その他まちづくり ３，６９３ ４，６１７ △９２４ 
再開発・防災街区整備・ 
その他民間施設補助等 

９，８６３ １６，０２５ △６，１６２ 

支弁人件費 ３００ ３００ ０ 
※ 投資的経費に係る人件費を職員人件費から控除し投資的経費に含める取扱いとしており、これを事業費支弁人件費と言います。 
 

投資的経費の推移（平成 25年度～） 
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６   基金と起債の残高 

本区には一般会計に１７の基金があります。基金は、需要が集中するときや一時的に歳

入が落ち込んだ際に取り崩すことで、財源の年度間調整を図ることを目的としています。 

歳入の多い時には基金の積立てを行い、将来の取崩しに備えています。 

６年度は、補正予算にて財政調整基金の積立金を増額するとともに、義務教育施設整備

基金及び公共施設再構築基金の取崩しを取りやめたことから、年度末における１７基金合

計の残高は６１８億円となりました。 

７年度は、一般財源歳入である特別区民税、地方消費税交付金、特別区財政調整交付

金が当初予算の見込みを上回ったことから、８年第１回定例会に上程する補正予算におい

て基金積立金の増額を予定しています。これを加味すると、７年度末の基金合計の残高は 

６３１億円と見込んでいます。 

８年度の各基金の積立てと取崩しに加え、７年度の決算剰余金見込額２５億円を財政調

整基金に算入すると、財政調整基金残高は２２１億円、基金合計では６７２億円となる見込

みです。 

 

 

  

基金残高表　（８年度予算には前年度剰余金を25億円として算入）

（単位：億円）

剰余金

25億円算入

令和６年度
決算

７年度末
見込み

８年度
予算

積立 33 4 2

剰余 27 28 25

取崩 △ 55 △ 13 0

残高 176 194 221

積立 16 44 50
取崩 0 △ 26 △ 33
残高 163 182 199

積立 16 41 40
取崩 0 △ 88 △ 51
残高 175 129 117

積立 93 118 115

剰余 27 28 25

取崩 △ 64 △ 133 △ 98

残高 618 631 672

義務教育施設
整備基金

公共施設
再構築基金

１７基金　合計

財政調整基金
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当初予算における特別区債と起債依存度の推移（平成 11年度～） 

 

 

年度末起債等残高の推移（平成 11年度～） 
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億円

年度

起債依存度

特別区債額

特別区債は、区立小中学校などの区有施設の改築・改修等にかかる一時的な経費の増

加に対応するための財源及び世代間負担の公平性を図る目的で活用しています。 

特別区債の償還に要する公債費は、義務的経費として後年度の財政負担となることか

ら、今後の財政状況の見通しを十分に考慮し、社会経済状況や基金残高などを踏まえ、利

率などが有利な条件で借り入れることができる事業で活用するなど、起債残高が過度に増

大しないように留意していく必要があります。 

８年度当初予算に計上した特別区債発行予定額は３７億３５百万円で、前年度比４９億 

８０百万円の減、起債依存度は前年度より２．９ポイントマイナスの２．２％となっています。 

また、８年度末の特別区債残高は、７年度末残高見込みの２９５億円よりも１３億円の増と

なる３０８億円と見込んでいます。 
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基金残高と起債等残高の推移（平成 11 年度～） 
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決算

7

見込

8

予算

億円

年度

特別区債残高

財調基金

その他基金

219

起債等残高

H20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6 7 8

△ 302 △ 201 △ 128 △ 82 △ 60 18 △ 85 146 130 166 215 73 87 218 296 360 413 336 364貯金－借金

貯金と借金の差額（基金残高と起債等残高の差額）は、平成１１年度末で８３６億円の借

金超過でしたが、その後の財政健全化の取り組みにより、２５年度末には２３年ぶりに貯金

が借金を１８億円上回りました。２６年度は一時的に借金超過となったものの、２７年度以降

は一貫して貯金が借金を上回る状況を継続しています。 

令和６年度決算では、補正予算にて財政調整基金の積立金を増額するとともに、義務

教育施設整備基金及び公共施設再構築基金の取崩しを取りやめたことから、貯金と借金

の差は４１３億円となりました。 

  しかし、現在の工事費高騰や将来的な金利上昇を踏まえると、本区の財政状況は決し

て楽観視できるものではありません。池袋駅周辺を始めとする再開発事業や、「豊島区公

共施設更新計画」に基づく学校改築などを着実に進めていくためには、利子も含めた将

来的な負担を考慮したうえで基金と起債をバランスよく活用し、中長期的視点に立った計

画的な財政運営を行うことがこれまで以上に重要です。 

※Ｒ６年度までは決算額、７年度は見込額、８年度は予算ベース。８年度の基金残高は、前年度剰余金を２５億円として試算しています。 

起債等残高には、22 年度に完済した土地開発公社返還金等を含む。 
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７   不合理な税制改正による区財政への影響 

 

≪法人住民税の一部国税化≫ 

 

地方法人課税における税源偏在を是正する措置として、平成２６年度税制改正にて法

人住民税の一部国税化が実施されました。これは法人住民税の一部を地方法人税として

国税化し、地方交付税の原資として地方に再配分するものです。令和元年１０月に消費

税が１０％に引き上げられたことにあわせて、この国税化がさらに拡大されました。 
２３区は、地方交付税の原資の多くを法人住民税の国税化により負担している一方、地

方交付税の不交付団体とされており、税収の多寡のみに着目した一方的な税源の収奪は

到底容認できるものではありません。 
この国税化の措置により、想定される法人住民税への７年度の影響額は、２３区合計の

財政調整交付金交付額ベースで２，０９２億円となり、豊島区への影響では６３億円の減収

が見込まれています。 

 

≪地方消費税の清算基準の見直し≫ 

 
平成３０年度税制改正において、自治体間の税源の偏在を理由に地方消費税の清算

基準の見直しが行われました。これは都道府県間の地方消費税の配分を決めるための指

標から、「従業員数」「販売額」を廃止・縮小させ、「人口」の割合を高めることで、東京の貴

重な財源を奪い取ろうとするものです。地域間の税収格差の是正は、本来地方交付税で

調整されるべきであり、東京の財源を狙い撃ちにした今回の税制改正は、地方自治体間

に不要な対立を生むことになり決して認めることができません。 

この改正により２３区全体で７年度は４１７億円の減収が見込まれており、豊島区でも１３

億円の減収が想定されています。 

  

【平成26年度税制改正】 【平成28年度税制改正】

法人住民税の一部国税化 消費税10％時（令和元年10月）に法人住民税をさらに国税化

標準税率：％

改正前の税率 改正後の税率
国税化される

税率
標準税率：％

改正前の税率 改正後の税率
国税化される

税率

都 ５.０ ３.２ １.８ 都 ３.２ １.０ ２.２

区市町村 １２.３ ９.７ ２.６ 区市町村 ９.７ ６.０ ３.７

税率：％

10.0

7.8

2.2

従前分 1.0

増税分 1.2

地方消費税

消　費　税

国消費税
見直し前 17.5 7.5

見直し後 販売額５０％

販売額７５％

人口５０％

人口 従業員数
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≪不合理な税制改正による区財政への影響≫ 

これら３つの不合理な税制改正が特別区全体に与える７年度の影響額は約３，６００億円

であり、特別区における人口９０万人程度の財政規模に相当する衝撃的な額です。豊島区

における影響額も約１０７億円となり、区財政に深刻な影響を与えています。 

特別区は、持続的な都市の発展のために取り組むべき喫緊の課題や将来的な課題が山

積しています。また、長引く物価高騰は地方経済にも大きな影響を与えており、先行きが依

然として不透明な状況です。地方交付税の不交付団体である特別区は、景気変動の影響

を受けやすい歳入構造であるため、景気後退による区税等の減収や物価高騰対策等の財

政支出に対しては、積み立てた財政調整基金を取り崩さなければなりません。備えとしての

基金残高や税収の多寡という側面にのみ焦点を当てて、あたかも財源に余裕があるとする

議論は容認できません。 

豊島区は、東京都・特別区とともに、「地方創生の推進」と「税源偏在是正」の名のもとに

進められた、これら税制改正の不合理性を強く表明し、引き続き国に是正するよう強く求め

ていきます。 

 

 

 

※1 地方消費税清算基準の見直しは軽減税率導入による影響額を含む 

※2 ふるさと納税は本区が試算した７年度の影響額を計上 

 特別区の影響 豊島区の影響 
法人住民税の一部国税化 △ ２，０９２億円 △ ６３億円 

地方消費税清算基準の見直し ※1 △ ４１７億円 △ １３億円 
ふ る さ と 納 税  △ １，０６５億円 ※2 △ ３１億円 

合   計 △３，５７４億円 △ １０７億円 

≪ふるさと納税≫ 

 

前記した２つの税源偏在是正措置のほか、ふるさと納税による特別区民税への影響が

年々大きくなっており、７年度は特別区全体で１，０６５億円、豊島区では３１億円、８年度は

３３億円の課税額減少が見込まれています。 

 他自治体への寄附により減収となった場合、地方交付税により減収分が補塡される仕組

みとなっていますが、２３区は地方交付税の不交付団体のため、減収分の補塡はなく税収

が純減となっています。 

特別区における７年度の影響額 

（７年１０月時点の特別区長会事務局の試算） 
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　○消費税引き上げ分の社会保障財源化

（単位：億円）

区分
８年度

新拡事業数
事業費 一般財源

子育てしやすく、子ども・若者が
自分らしく成長できるまち

62 16.5 7.3

生涯にわたり健康で、
地域で共に暮らせる福祉のまち

51 8.7 6.5

合　　計 113 25.2 13.8

　消費税率５％からの引き上げに伴う増収分は、全額を社会保障に充当することとされており、豊島区では、
福祉費、衛生費、子ども家庭費の事業費全般及び特別会計繰出金に充当しています。
　「豊島区基本計画」における　「子育てしやすく、子ども・若者が自分らしく成長できるまち」「生涯にわたり健
康で、地域で共に暮らせる福祉のまち」の８年度の新規拡充事業費は、２５．２億円（一般財源額１３．８億円）
となっています。

「子育てしやすく、子ども・若者が自分らしく成長できるまち」「生涯にわたり健康で、
地域で共に暮らせる福祉のまち」の８年度新規拡充事業費

社会保障費（人件費・投資的経費を除く） 単位：億円

事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源

社会保障費 434.5 216.4 704.7 322.1 270.1 105.7

地方消費税引上分 － 53.2 53.2

○消費税引き上げに伴う増収分以上に、社会保障費の区の負担は増えています。

社会保障費の伸び　105.7億円　＞　消費税交付金増収分　53.2億円

社会保障費の伸び

　 消費税引き上げに伴う増収分を充てている福祉費、衛生費、子ども家庭費の事業費全
般及び特別会計繰出金について、人件費と投資的経費を除いた事業費の一般財源額
ベースで、消費税増税前の平成２５年度予算と令和８年度予算を比較します。

平成25年度当初予算 令和８年度当初予算 増減

≪令和８年度税制改正大綱による措置≫ 

「法人住民税の一部国税化」「地方消費税清算基準の見直し」「ふるさと納税」に加え、

「令和８年度税制改正大綱」には、「道府県民税利子割に係る清算制度の導入」や「都市・

地方の持続可能な発展のための地方税体系の構築」と題して、「利子割交付金」や「地方法

人課税」に対する措置のほか、「固定資産税」について、著しく税収が偏在している状況を

鑑み、必要な措置を検討する旨が記されました。 

 これらの財源を、地方税の本旨である「受益と負担」の関係を無視し、一方的に収奪するこ

とは、首都東京に住まい活動する人々を支える、行政サービスの提供に支障を生じかねな

いものであり、決して看過できません。 
 今後も、東京都や特別区長会と連携しながら、「不合理な税制改正」に対して断固反対し

ていきます。 
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８  今後の財政の見通し 
歳入のうち、特別区民税は近年の納税義務者数や賃金の上昇傾向を踏まえると、８年度

以降も緩やかに増え、特別区財政調整交付金も原資である法人住民税が堅調に推移して

いることから、特別区民税と同様に増加していきます。 
しかしながら、「令和８年度税制改正大綱」には、「道府県民税利子割に係る清算制度の

導入」や「利子割交付金」「地方法人課税」「固定資産税」に対する措置が記されており、 
不合理な税制改正の拡大が懸念されます。 

歳出のうち、人件費は定年退職年齢引き上げの影響により、退職手当が隔年ごとに増減

しますが、新たな行政需要に対応していく必要性などから職員数は増加傾向が続き、人件

費全体も増加が見込まれます。義務的経費である扶助費も同様に増加が見込まれます。 
投資的経費は、市街地再開発事業費が大きくなる１０年度に５００億円を超える規模とな

ります。市街地再開発事業や学校改築など、将来見込まれる投資事業を着実に実施する

には、財源の年度間調整が必要であるため、着実に基金を積み立ていくとともに、金利動

向を見据えながら、計画的に起債を活用する必要があります。 
このような見通しの下で貯金と借金を比較すると、１０年度まで貯金超過額の縮小が続い

たのちに１１年度に一時的に拡大し、１２年度に再び縮小します。 
今後も景気変動の影響を受けやすい基幹歳入の動向に留意しつつ、中長期的に歳出

と歳入のバランスの取れた安定的な財政運営を堅持していきます。 

今後の財政の見通し（５年間） 

単位：億円
８年度

当初予算
９年度
見通し

10年度
見通し

11年度
見通し

12年度
見通し

５か年合計

歳入 1,690 1,839 2,030 1,736 2,023 9,318

一般財源 985 995 1,014 1,051 1,052 5,097

特別区民税 385 391 399 406 413 1,994

特別区交付金 404 418 429 459 453 2,162

消費税交付金 104 96 96 96 96 486

財調基金繰入 0 0 0 0 0 0

その他一般財源 93 91 91 91 91 455

特定財源 705 843 1,017 685 971 4,221

一般事業分 506 558 512 519 563 2,658

投資事業分 199 286 505 166 408 1,563

歳出 1,690 1,839 2,030 1,736 2,023 9,318

義務的経費 796 866 846 873 962 4,343

人件費 300 303 320 325 341 1,589

扶助費 469 477 487 499 513 2,446

公債費 27 86 38 49 108 309

一般行政経費 639 632 632 668 619 3,190

基金積立金 115 102 97 128 73 514

繰出金 110 112 113 114 115 564

その他一般事業 414 418 423 427 431 2,113

投資的経費 254 341 553 194 442 1,785
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（参考）投資的経費の見込み 

単位：億円
８年度
予算

９年度
見通し

１０年度
見通し

１１年度
見通し

１２年度
見通し

５か年計

投資的経費　合計 254 341 553 194 442 1,785
新設・改築・長寿命化改修等事業 71 129 49 60 77 384

学校施設 23 78 18 43 43 206
区施設 47 50 30 17 33 179

施設改修事業 45 28 25 21 16 135
道路・橋梁・その他まちづくり 37 50 42 31 32 192
再開発・防災街区整備・その他民間施設補助等 99 131 435 79 314 1,058
事業費支弁人件費 3 3 3 3 3 15

【財源内訳の想定】 単位：億円
８年度
予算

９年度
見通し

１０年度
見通し

１１年度
見通し

１２年度
見通し

５か年計

投資的経費　合計 254 341 553 194 442 1,785
特定財源 199 286 505 166 408 1,563

国庫・都支出金等 75 107 312 70 217 782
基金繰入金 86 101 73 72 64 395
起債 37 78 120 24 128 386

一般財源 56 55 48 28 34 221

事項

事項

 
 
（参考）貯金と借金の推移 

【基金残高の推移】 単位：億円
７年度
見込

８年度
見込

９年度
見込

１０年度
見込

１１年度
見込

１２年度
見込

積立 4 2 2 2 3 3
決算剰余金 28 25 25 25 25 25
取崩 △ 13 0 0 0 0 0
年度末残高 194 221 248 276 304 332
積立 44 50 45 44 61 33
取崩 △ 26 △ 33 △ 45 △ 28 △ 43 △ 31
年度末残高 182 199 199 215 232 234
積立 41 40 34 33 50 22
取崩 △ 88 △ 51 △ 47 △ 33 △ 20 △ 19
年度末残高 129 117 104 104 134 138
積立 29 22 21 17 14 14
取崩 △ 6 △ 14 △ 51 △ 13 △ 10 △ 45
年度末残高 127 135 105 109 114 83
積立 118 115 102 97 128 73
決算剰余金 28 25 25 25 25 25
取崩 △ 133 △ 98 △ 143 △ 73 △ 73 △ 95
年度末残高（A） 631 672 656 704 784 787

※８年度以降、財政調整基金は決算剰余金25億円の積立てを見込んでいます。

【区債残高の推移】 単位：億円
７年度
見込

８年度
見込

９年度
見込

１０年度
見込

１１年度
見込

１２年度
見込

104 37 92 120 24 128
14 24 82 32 41 100

295 308 318 406 389 416

【貯金と借金のバランス】 単位：億円
７年度
見込

８年度
見込

９年度
見込

１０年度
見込

１１年度
見込

１２年度
見込

336 364 338 298 396 371

発行
償還

区債残高（B）

貯金－借金　（A）ー（B）

財政調整基金

義務教育施設整備基金

公共施設再構築基金

その他

基金合計
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９　　８年度当初予算と７年度当初予算の比較

（単位：百万円）

　一般財源 98,502 87,250 11,251 12.9%

41,942 38,784 3,158 8.1%
特別区民税＋3,158、特別区たばこ税＋8
入湯税△6

452 454 △ 2 △0.5%
地方揮発油譲与税交付金△12、自動車重量譲与税交付金＋8、森林
環境譲与税交付金＋2

3,790 1,649 2,141 129.8%
配当割交付金+470
株式等譲渡所得割交付金＋1,671

10,360 8,670 1,690 19.5%

40,400 36,500 3,900 10.7% 普通交付金＋3,700、特別交付金＋200

うち普通交付金 38,800 35,100 3,700 10.5%

1,558 1,193 365 30.6% 返礼品を活用したふるさと納税寄附金＋400

0 0 0 -

　特定財源 70,485 83,343 △ 12,858 △15.4% 国庫支出金△3,949、都支出金△546、特別区債△4,980

義務的経費充当 36,242 33,787 2,455 7.3%

4,740 4,625 115 2.5%

1,186 0 1,186 皆増 満期一括償還債の償還に係る減債基金繰入金

30,315 29,162 1,154 4.0%
私立保育所に対する保育委託及び助成経費＋779、児童福祉施設
措置費等支弁経費＋207、障害児通所支援事業経費＋172

19,863 33,409 △ 13,546 △40.5%

14,379 16,147 △ 1,768 △10.9%
・地方公共団体情報システム標準化（デジタル基盤改革支援補助金）△1,306
・定額減税調整給付の不足額給付事業費経費
　（東京都物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金）△685

168,986 170,593 △ 1,607 △0.9%

　義務的経費 79,622 74,950 4,672 6.2%

29,990 27,970 2,020 7.2%
・【一般職員】給料＋356、退職手当＋893、共済費＋156
・【会計年度任用職員】報酬＋160、共済費＋84

2,701 1,578 1,123 71.2% 元金＋1,002、利子＋161

46,931 45,402 1,529 3.4%
私立保育所に対する保育委託及び助成経費＋697、児童福祉施設
措置費等支弁経費＋414、障害児通所支援事業経費＋231

25,434 37,536 △ 12,101 △32.2%
・南池袋二丁目Ｃ地区市街地再開発　△8,429
・池袋保健所移転　△6,113
・千川中学校複合施設整備 ＋1,592

　一般行政経費 63,929 58,107 5,822 10.0%

うち基金積立金 11,457 5,770 5,687 98.6%
義務教育施設整備基金積立金＋2,638
公共施設再構築基金積立金＋2,423

11,048 10,981 67 0.6%
国民健康保険事業会計繰出金△281、後期高齢者医療事業会計繰
出金＋154、介護保険事業会計繰出金＋194

168,986 170,593 △ 1,607 △0.9%

うち特別会計繰出金

合　　計

公債費充当

扶助費充当

投資的経費充当

一般行政経費充当

合　　計

歳

出

人件費

公債費

扶助費

　投資的経費

歳

入

特別区税

地方譲与税

利子割交付金・配当割交付金・
株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

特別区財政調整交付金

その他の一般財源

うち財政調整基金繰入金

人件費充当

区　　分
８年度

当初予算Ａ
７年度

当初予算B
前年度との比較

A－B
主な増減要因・増減額等

投資的経費 R８ R７ 増減 単位：億円

事業費 254 375 △121
特財 199 334 △135

国都等 75 115 △41
区債 37 87 △50
基金 86 131 △45

一財 56 41 14
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①　令和８年度　当初予算 財政規模

区　　　　　　　　　　　　　　　　分 令 和 ８ 年 度 構 成 比

特 別 区 税 41,941,894 24.8

1. 地 方 譲 与 税 451,900 0.3

利 子 割 交 付 金 270,000 0.2

配 当 割 交 付 金 1,220,000 0.7

歳 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 2,300,000 1.4

地 方 消 費 税 交 付 金 10,360,000 6.1

環 境 性 能 割 交 付 金 1 0.0

地 方 特 例 交 付 金 74,000 0.0

特 別 区 交 付 金 40,400,000 23.9

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 21,000 0.0

入 財 産 収 入 （ 貸 付 料 ・ 売 払 収 入 ） 1,056,926 0.6

繰 入 金 9,964,383 5.9

繰 越 金 1 0.0

国 ・ 都 支 出 金 47,759,455 28.3

特 別 区 債 3,735,000 2.2

そ の 他 一 般 財 源 ・ 特 定 財 源 9,431,493 5.6

計 168,986,053 100.0

歳 人 件 費 29,989,980 17.7

事 業 費 113,561,744 67.2

出 投 資 的 経 費 25,434,329 15.1

計 168,986,053 100.0

2. 国 民 健 康 保 険 事 業 会 計 29,816,854

3. 後 期 高 齢 者 医 療 事 業 会 計 8,221,965

4. 介 護 保 険 事 業 会 計 22,986,678

合　　　　　　　　　　　　　計 230,011,550

一

般

会

計
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令 和 ７ 年 度 構 成 比

38,784,326 22.7 3,157,568 8.1

454,000 0.3 △ 2,100 △ 0.5

270,000 0.2 0 0.0

750,000 0.4 470,000 62.7

629,000 0.4 1,671,000 265.7

8,670,000 5.1 1,690,000 19.5

164,000 0.1 △ 163,999 △ 100.0

106,000 0.1 △ 32,000 △ 30.2

36,500,000 21.4 3,900,000 10.7

22,000 0.0 △ 1,000 △ 4.5

417,930 0.2 638,996 152.9

13,278,235 7.8 △ 3,313,852 △ 25.0

1 0.0 0 0.0

52,253,996 30.6 △ 4,494,541 △ 8.6

8,714,600 5.1 △ 4,979,600 △ 57.1

9,578,994 5.6 △ 147,501 △ 1.5

170,593,082 100.0 △ 1,607,029 △ 0.9

27,969,658 16.4 2,020,322 7.2

105,087,816 61.6 8,473,928 8.1

37,535,608 22.0 △ 12,101,279 △ 32.2

170,593,082 100.0 △ 1,607,029 △ 0.9

30,852,243 △ 1,035,389 △ 3.4

7,590,469 631,496 8.3

21,903,227 1,083,451 4.9

230,939,021 △ 927,471 △ 0.4

単位：千円

伸　　　率増　(　△　)　減

-24-



②　令和８年度　一般会計当初予算 歳出財源別・経費別　前年度比較

予　　　　　算　　　　　額 　　財

款 特

令和８年度 構成比％ 令和７年度 構成比％ 増 (△) 減 伸 率 ％ 令和８年度 構成％

議 会 費 672,557 0.4 671,168 0.4 1,389 0.2 18,449 0.0

政 策 経 営 費 14,628,647 8.7 8,883,737 5.2 5,744,910 64.7 686,503 1.0

総 務 費 8,953,867 5.3 8,029,089 4.7 924,778 11.5 575,014 0.8

区 民 費 14,100,426 8.3 16,020,495 9.4 △ 1,920,069 △ 12.0 4,474,394 6.3

5,905,369 3.5 4,948,811 2.9 956,558 19.3 2,991,256 4.2

1,889,106 1.1 1,701,229 1.0 187,877 11.0 281,041 0.4

環 境 清 掃 費 5,970,191 3.5 5,782,356 3.4 187,835 3.2 909,623 1.3

福 祉 費 34,338,149 20.3 32,638,107 19.1 1,700,042 5.2 19,006,322 27.0

衛 生 費 6,394,112 3.8 12,101,798 7.1 △ 5,707,686 △ 47.2 1,622,945 2.3

子ども家庭費 36,031,534 21.3 34,915,631 20.5 1,115,903 3.2 18,675,802 26.5

都 市 整 備 費 20,934,568 12.4 27,938,793 16.4 △ 7,004,225 △ 25.1 13,068,197 18.5

教 育 費 16,316,161 9.7 15,233,643 8.9 1,082,518 7.1 6,988,976 9.9

公 債 費 2,701,366 1.6 1,578,225 0.9 1,123,141 71.2 1,186,000 1.7

予 備 費 150,000 0.1 150,000 0.1 0 0.0

歳 出 合 計 168,986,053 100.0 170,593,082 100.0 △ 1,607,029 △ 0.9 70,484,522 100.0

経

款 人　　　　　件　　　　　費 事

令和８年度 構成％ 令和７年度 構成％ 増 (△) 減 伸 率 ％ 令和８年度 構成％

議 会 費 620,111 2.1 617,248 2.2 2,863 0.5 52,446 0.0

政 策 経 営 費 950,880 3.2 867,820 3.1 83,060 9.6 13,677,767 12.0

総 務 費 5,727,216 19.1 4,594,287 16.4 1,132,929 24.7 3,226,651 2.8

区 民 費 2,869,773 9.6 2,821,783 10.1 47,990 1.7 10,112,258 8.9

530,868 1.8 393,185 1.4 137,683 35.0 2,591,013 2.3

446,883 1.5 414,932 1.5 31,951 7.7 1,405,643 1.2

環 境 清 掃 費 1,242,932 4.1 1,353,118 4.8 △ 110,186 △ 8.1 4,715,197 4.2

福 祉 費 2,545,380 8.5 2,436,437 8.7 108,943 4.5 31,021,205 27.3

衛 生 費 1,433,405 4.8 1,219,391 4.4 214,014 17.6 4,554,253 4.0

子ども家庭費 7,118,557 23.7 6,994,500 25.0 124,057 1.8 28,099,824 24.7

都 市 整 備 費 1,823,473 6.1 1,828,536 6.5 △ 5,063 △ 0.3 4,610,059 4.1

教 育 費 4,680,502 15.6 4,428,421 15.8 252,081 5.7 6,644,062 5.9

公 債 費 2,701,366 2.4

予 備 費 150,000 0.1

歳 出 合 計 29,989,980 100.0 27,969,658 100.0 2,020,322 7.2 113,561,744 100.0

文化スポーツ費

産 業 観 光 費

文化スポーツ費

産 業 観 光 費
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単位:千円

源　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別

定　　　　財　　　　源 一　　　　　般　　　　　財　　　　　源

令和７年度 構成％ 増 (△) 減 伸 率 ％ 令和８年度 構成％ 令和７年度 構成％

15,718 0.0 2,731 17.4 654,108 0.7 655,450 0.8 △ 1,342 △ 0.2

886,287 1.1 △ 199,784 △ 22.5 13,942,144 14.2 7,997,450 9.2 5,944,694 74.3

893,641 1.1 △ 318,627 △ 35.7 8,378,853 8.5 7,135,448 8.2 1,243,405 17.4

6,260,434 7.5 △ 1,786,040 △ 28.5 9,626,032 9.8 9,760,061 11.2 △ 134,029 △ 1.4

2,292,584 2.8 698,672 30.5 2,914,113 3.0 2,656,227 3.0 257,886 9.7

324,212 0.4 △ 43,171 △ 13.3 1,608,065 1.6 1,377,017 1.6 231,048 16.8

937,462 1.1 △ 27,839 △ 3.0 5,060,568 5.1 4,844,894 5.6 215,674 4.5

18,514,216 22.2 492,106 2.7 15,331,827 15.6 14,123,891 16.2 1,207,936 8.6

8,311,038 10.0 △ 6,688,093 △ 80.5 4,771,167 4.8 3,790,760 4.3 980,407 25.9

17,750,433 21.3 925,369 5.2 17,355,732 17.6 17,165,198 19.7 190,534 1.1

21,042,736 25.2 △ 7,974,539 △ 37.9 7,866,371 8.0 6,896,057 7.9 970,314 14.1

6,113,894 7.3 875,082 14.3 9,327,185 9.5 9,119,749 10.5 207,436 2.3

1,186,000 皆増 1,515,366 1.5 1,578,225 1.8 △ 62,859 △ 4.0

150,000 0.2 150,000 0.2 0 0.0

83,342,655 100.0 △ 12,858,133 △ 15.4 98,501,531 100.0 87,250,427 100.0 11,251,104 12.9

費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別

業　　　　　　　費 投　　　資　　　的　　　経　　　費

令和７年度 構成％ 増 (△) 減 伸 率 ％ 令和８年度 構成％ 令和７年度 構成％

53,920 0.1 △ 1,474 △ 2.7

8,015,917 7.6 5,661,850 70.6

3,434,802 3.3 △ 208,151 △ 6.1

11,652,596 11.1 △ 1,540,338 △ 13.2 1,118,395 4.4 1,546,116 4.1 △ 427,721 △ 27.7

2,331,295 2.2 259,718 11.1 2,783,488 10.9 2,224,331 5.9 559,157 25.1

1,284,936 1.2 120,707 9.4 36,580 0.1 1,361 0.0 35,219 2587.7

4,417,222 4.2 297,975 6.7 12,062 0.0 12,016 0.0 46 0.4

29,219,063 27.8 1,802,142 6.2 771,564 3.0 982,607 2.6 △ 211,043 △ 21.5

4,207,635 4.0 346,618 8.2 406,454 1.6 6,674,772 17.8 △ 6,268,318 △ 93.9

27,055,611 25.7 1,044,213 3.9 813,153 3.2 865,520 2.3 △ 52,367 △ 6.1

5,263,226 5.0 △ 653,167 △ 12.4 14,501,036 57.0 20,847,031 55.5 △ 6,345,995 △ 30.4

6,423,368 6.1 220,694 3.4 4,991,597 19.6 4,381,854 11.7 609,743 13.9

1,578,225 1.5 1,123,141 71.2

150,000 0.1 0 0.0

105,087,816 100.0 8,473,928 8.1 25,434,329 100.0 37,535,608 100.0 △ 12,101,279 △ 32.2

増 (△) 減 伸 率 ％

増 (△) 減 伸 率 ％
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③　一般会計予算 財源別予算額の推移

当初予算額

年度 特定財源

伸び率 伸び率 構成比 伸び率 構成比
千円 千円 千円

平．元 73,554,896 10.2% 19,786,889 14.3% 26.9% 53,768,007 8.7% 73.1%

2 79,507,272 8.1% 20,248,352 2.3% 25.5% 59,258,920 10.2% 74.5%

3 92,038,534 15.8% 24,326,524 20.1% 26.4% 67,712,010 14.3% 73.6%

4 103,193,018 12.1% 28,496,729 17.1% 27.6% 74,696,289 10.3% 72.4%

5 104,465,045 1.2% 29,036,700 1.9% 27.8% 75,428,345 1.0% 72.2%

6 91,952,809 -12.0% 28,322,705 -2.5% 30.8% 63,630,104 -15.6% 69.2%

7 96,377,760 4.8% 31,075,113 9.7% 32.2% 65,302,647 2.6% 67.8%

8 93,856,317 -2.6% 30,012,742 -3.4% 32.0% 63,843,575 -2.2% 68.0%

9 93,253,015 -0.6% 30,629,238 2.1% 32.8% 62,623,777 -1.9% 67.2%

10 103,029,744 10.5% 40,871,013 33.4% 39.7% 62,158,731 -0.7% 60.3%

11 98,415,301 -4.5% 36,690,735 -10.2% 37.3% 61,724,566 -0.7% 62.7%

12 96,879,702 -1.6% 32,215,368 -12.2% 33.3% 64,664,334 4.8% 66.7%

13 94,608,850 -2.3% 30,940,691 -4.0% 32.7% 63,668,159 -1.5% 67.3%

14 90,668,620 -4.2% 27,236,452 -12.0% 30.0% 63,432,168 -0.4% 70.0%

15 88,883,855 -2.0% 27,963,874 2.7% 31.5% 60,919,981 -4.0% 68.5%

16 87,893,458 -1.1% 26,444,360 -5.4% 30.1% 61,449,098 0.9% 69.9%

17 86,475,726 -1.6% 26,545,224 0.4% 30.7% 59,930,502 -2.5% 69.3%

18 86,131,996 -0.4% 24,012,970 -9.5% 27.9% 62,119,026 3.7% 72.1%

19 89,453,838 3.9% 25,265,771 5.2% 28.2% 64,188,067 3.3% 71.8%

20 89,578,128 0.1% 23,569,874 -6.7% 26.3% 66,008,254 2.8% 73.7%

21 89,289,439 -0.3% 25,929,331 10.0% 29.0% 63,360,108 -4.0% 71.0%

22 95,954,801 7.5% 33,004,525 27.3% 34.4% 62,950,276 -0.6% 65.6%

23 102,989,142 7.3% 40,073,632 21.4% 38.9% 62,915,510 -0.1% 61.1%

24 99,190,813 -3.7% 36,098,637 -9.9% 36.4% 63,092,176 0.3% 63.6%

25 102,248,381 3.1% 39,670,514 9.9% 38.8% 62,577,867 -0.8% 61.2%

26 108,086,167 5.7% 41,484,124 4.6% 38.4% 66,602,043 6.4% 61.6%

27 111,395,999 3.1% 42,783,993 3.1% 38.4% 68,612,006 3.0% 61.6%

28 121,807,691 9.3% 51,901,916 21.3% 42.6% 69,905,775 1.9% 57.4%

29 116,700,706 -4.2% 47,189,034 -9.1% 40.4% 69,511,672 -0.6% 59.6%

30 124,649,195 6.8% 53,931,753 14.3% 43.3% 70,717,442 1.7% 56.7%

令．元 149,837,863 20.2% 73,834,002 36.9% 49.3% 76,003,861 7.5% 50.7%

2 128,293,228 -14.4% 52,590,538 -28.8% 41.0% 75,702,690 -0.4% 59.0%

3 130,226,838 1.5% 54,322,052 3.3% 41.7% 75,904,786 0.3% 58.3%

4 135,791,696 4.3% 55,765,493 2.7% 41.1% 80,026,203 5.4% 58.9%

5 136,150,789 0.3% 52,893,133 -5.2% 38.8% 83,257,656 4.0% 61.2%

6 152,935,082 12.3% 62,620,959 18.4% 40.9% 90,314,123 8.5% 59.1%

7 170,593,082 11.5% 83,343,655 33.1% 48.9% 87,250,437 -3.4% 51.1%

8 168,986,053 -0.9% 70,484,522 -15.4% 41.7% 98,501,531 12.9% 58.3%

一般財源

財源内訳
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④　予算総額の推移

年度 合計

伸び率 伸び率 伸び率 伸び率 伸び率 伸び率 伸び率

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平．元 73,554,896 10.2% 14,426,031 1.1% 13,784,945 6.4% 101,765,872 8.3%

2 79,507,272 8.1% 14,316,469 -0.8% 14,320,417 3.9% 5,680 皆増 108,149,838 6.3%

3 92,038,534 15.8% 14,248,365 -0.5% 15,256,036 6.5% 5,681 0.0% 121,548,616 12.4%

4 103,193,018 12.1% 14,673,199 3.0% 15,857,543 3.9% 5,719 0.7% 133,729,479 10.0%

5 104,465,045 1.2% 15,282,427 4.2% 16,255,866 2.5% 5,741 0.4% 136,009,079 1.7%

6 91,952,809 -12.0% 16,157,592 5.7% 17,546,018 7.9% 5,711 -0.5% 125,662,130 -7.6%

7 96,377,760 4.8% 16,664,539 3.1% 18,852,415 7.4% 5,712 0.0% 131,900,426 5.0%

8 93,856,317 -2.6% 17,364,180 4.2% 19,360,893 2.7% 5,688 -0.4% 130,587,078 -1.0%

9 93,253,015 -0.6% 17,979,364 3.5% 20,835,695 7.6% 5,688 0.0% 132,073,762 1.1%

10 103,029,744 10.5% 18,073,975 0.5% 21,823,768 4.7% 5,688 0.0% 142,933,175 8.2%

11 98,415,301 -4.5% 18,603,251 2.9% 20,994,246 -3.8% 5,686 0.0% 138,018,484 -3.4%

12 96,879,702 -1.6% 20,124,802 8.2% 20,641,338 -1.7% 9,173,354 皆増 5,682 -0.1% 146,824,878 6.4%

13 94,608,850 -2.3% 21,079,575 4.7% 22,648,285 9.7% 8,911,447 -2.9% 5,692 0.2% 147,253,849 0.3%

14 90,668,620 -4.2% 21,475,852 1.9% 23,435,060 3.5% 9,252,613 3.8% 5,706 0.2% 144,837,851 -1.6%

15 88,883,855 -2.0% 23,544,460 9.6% 19,165,410 -18.2% 10,624,115 14.8% 41,680 630.5% 142,259,520 -1.8%

16 87,893,458 -1.1% 23,501,199 -0.2% 21,255,467 10.9% 12,104,481 13.9% 5,681 -86.4% 144,760,286 1.8%

17 86,475,726 -1.6% 24,711,755 5.2% 19,729,149 -7.2% 13,449,762 11.1% 5,681 0.0% 144,372,073 -0.3%

18 86,131,996 -0.4% 24,805,246 0.4% 20,348,929 3.1% 13,210,317 -1.8% 5,688 0.1% 144,502,176 0.1%

19 89,453,838 3.9% 28,351,458 14.3% 19,032,594 -6.5% 13,819,338 4.6% 5,741 0.9% 150,662,969 4.3%

20 89,578,128 0.1% 28,999,522 2.3% 2,475,067 -87.0% 4,634,708 皆増 13,952,987 1.0% 5,741 0.0% 139,646,153 -7.3%

21 89,289,439 -0.3% 28,857,047 -0.5% 39,496 -98.4% 4,803,881 3.7% 14,330,938 2.7% 5,741 0.0% 137,326,542 -1.7%

22 95,954,801 7.5% 27,250,353 -5.6% 5,902 -85.1% 5,013,628 4.4% 14,800,930 3.3% 5,741 0.0% 143,031,355 4.2%

23 102,989,142 7.3% 28,337,041 4.0% - 皆減 5,057,718 0.9% 15,395,647 4.0% - 皆減 151,779,548 6.1%

24 99,190,813 -3.7% 29,172,561 2.9% - - 5,432,178 7.4% 16,803,615 9.1% - - 150,599,167 -0.8%

25 102,248,381 3.1% 29,764,186 2.0% - - 5,444,891 0.2% 17,510,746 4.2% - - 154,968,204 2.9%

26 108,086,167 5.7% 30,185,745 1.4% - - 5,610,483 3.0% 18,507,607 5.7% - - 162,390,002 4.8%

27 111,395,999 3.1% 35,967,780 19.2% - - 5,781,026 3.0% 19,353,628 4.6% - - 172,498,433 6.2%

28 121,807,691 9.3% 36,873,521 2.5% - - 5,799,373 0.3% 20,106,273 3.9% - - 184,586,858 7.0%

29 116,700,706 -4.2% 37,322,656 1.2% - - 5,976,805 3.1% 21,508,384 7.0% - - 181,508,551 -1.7%

30 124,649,195 6.8% 32,308,616 -13.4% - - 6,141,205 2.8% 20,281,275 -5.7% - - 183,380,291 1.0%

令．元 149,837,863 20.2% 30,450,852 -5.8% - - 6,307,090 2.7% 21,255,680 4.8% - - 207,851,485 13.3%

2 128,293,228 -14.4% 28,973,863 -4.9% - - 6,355,222 0.8% 22,317,804 5.0% - - 185,940,117 -10.5%

3 130,226,838 1.5% 28,197,149 -2.7% - - 6,318,509 -0.6% 20,834,785 -6.6% - - 185,577,281 -0.2%

4 135,791,696 4.5% 28,581,173 12.7% - - 6,758,972 10.1% 21,167,336 2.2% - - 196,166,900 5.7%

5 136,150,789 0.0% 31,768,226 0.0% - - 6,954,919 0.0% 21,292,966 0.0% - - 196,166,900 0.0%

6 152,935,082 12.3% 31,325,321 -1.4% - - 7,353,034 5.7% 20,436,866 -4.0% - - 212,050,303 8.1%

7 170,593,082 11.5% 30,852,243 -1.5% - - 7,590,469 3.2% 21,903,227 7.2% - - 230,939,021 8.9%

8 168,986,053 -0.9% 29,816,854 -3.4% - - 8,221,965 8.3% 22,986,678 4.9% - - 230,011,550 -0.4%

介護保険
事業会計

従前居住者
対策会計

一般会計
国民健康保険

事業会計
老人保健
医療会計

後期高齢者
医療事業会計
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